
調　　達　　公　　告

自動体外式除細動器の交換業務

①

　

３式

別紙仕様書の通り

　

平成２７年３月３１日（火）

　

平成２７年３月１７日（火）１２：００

（郵送の場合は３月１６日(月）１８：００）

　

○その他 ： 別添の「オープンカウンター方式について」を参照

管 理 課 用 度 ・ 管 理 係

平 成 27 年 3 月 12 日

日 本 学 術 会 議 事 務 局

件　　　　　　名

〒106-8555
東京都港区六本木7-22-34
内閣府日本学術会議事務局管理課用度・管理係
℡03-3403-1930

　

数　　　　　　量

ボ ッ ク ス 番 号

納　入　期　限

仕　　　　　　様

見 積 提 出 期 限

見積書提出先及び
仕様書交付先

担　当　者　名 用度・管理係　佐藤、西田

競争に参加する者
に必要な資格及び
注意事項

○参加資格 ： 平成２５・２６・２７年全省庁統一参加資格
　　　　　　     　「物品の販売」 Ａ～Ｄ等級に格付けされている者。

○参加者は、見積書の提出をもって
　　「暴力団排除に関する誓約事項」（別記）に誓約したものとする。



別 紙 

仕  様  書 
 

 

１ 件   名  自動体外式除細動器の交換業務 

 

２ 目   的   庁舎内(１階、５階、６階)に設置してある自動体外式除細動器 

が購入（平成１８年１２月）から８年経過しており、本体等の耐

用年数（７年等）を経過しているため交換する。 

 

３ 納 入 場 所  東京都港区六本木７－２２－３４ 

日本学術会議敷地内 

 

４ 納 入 期 限  平成２７年３月３１日 

 

５ 数   量  ３式 

 

６ 納 入 物 品  自動体外式除細動器（日本光電㈱） 

本     体 ： ＡＥＤ－２１００－Ｖ 

バッテリパック ： ＮＫＰＢ－２８２７１ Ｘ－２１７ 

使い捨て除細動パッド ： Ｐ－５３０ Ｈ３２４（各２個） 

AED/CPRレスキューセット ： Ｙ２６４ 

AED用キャリングバック ： ＹＣ－２１０Ｖ 

 又は同等品 

   

７ 本体に係る仕様  出力エネルギー範囲 低電流：１５０Ｊ 

高電流：２００Ｊ 

音声指示      日本語 

メモリ       ３件９０分の心電図波形とセルテスト 

履歴 

遠隔監視機能    遠隔監視機能を有し、ＡＥＤの維持管理 

に必要な情報をメールにて通知する事。 

   

８ 特 記 事 項 

（１）現在使用中の自動体外式除細動器（ＡＥＤ－９２００）の下取り処分につい

ては、請負業者が関係法令を遵守し、責任をもって適正に処分すること。 
 

９ そ の 他   

（１）納品日については、担当者と協議の上、決定することとする。 

（２）当該納品及び下取りに係る一切の諸費用を計上すること。 

（３）作業中に生じた事故等については、請負者において対処すること。 
（４）本仕様書の内容及び解釈等に疑義が生じた場合、その他、特に必要があると認

められた場合は、事前に監督職員等と協議の上、決定、解釈を図ること。詳細に

ついては、監督職員等の指示に従うこと。 



別 記 

暴力団排除に関する誓約事項 

  

当社（個人である場合は私、団体である場合は当団体）は、下記事項について入札書又は見積

書の提出をもって誓約します。 

 この誓約が虚偽であり、又はこの誓約に反したことにより、当方が不利益を被ることとなって

も、異議は一切申し立てません。 

 また、貴職の求めに応じて当方の役員名簿（有価証券報告書に記載のもの（生年月日を含む。）

ただし、有価証券報告書を作成していない場合は、役職名、氏名、性別及び生年月日の一覧表）

等を提出すること、及び当該名簿に含まれる個人情報を警察に提供することについて同意します。 
 

記 

 

１ 次のいずれにも該当しません。また、当該契約満了まで該当することはありません。 

(1) 契約の相手方として不適当な者 

ア 法人等（個人、法人又は団体をいう。）の役員等（個人である場合はその者、法人であ

る場合は役員又は支店若しくは営業所（常時契約を締結する事務所をいう。）の代表者、

団体である場合は代表者、理事等、その他経営に実質的に関与している者をいう。以下同

じ。）が、暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第 77

号）第２条第２号に規定する暴力団をいう。以下同じ。）又は暴力団員（同法第２条第６

号に規定する暴力団員をいう。以下同じ。）であるとき 

イ 役員等が、自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図る目的、又は第三者に損害を加

える目的をもって、暴力団又は暴力団員を利用するなどしているとき 

ウ 役員等が、暴力団又は暴力団員に対して、資金等を供給し、又は便宜を供与するなど直

接的あるいは積極的に暴力団の維持、運営に協力し、若しくは関与しているとき 

エ 役員等が、暴力団又は暴力団員であることを知りながらこれを不当に利用するなどして

いるとき 

オ 役員等が、暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有しているとき 

 

(2) 契約の相手方として不適当な行為をする者 

ア 暴力的な要求行為を行う者 

イ 法的な責任を超えた不当な要求行為を行う者 

ウ 取引に関して脅迫的な言動をし、又は暴力を用いる行為を行う者 

エ 偽計又は威力を用いて契約担当官等の業務を妨害する行為を行う者 

オ その他前各号に準ずる行為を行う者  

 



２ 暴力団関係業者を下請負又は再委託の相手方としません。 

 

３ 下請負人等（下請負人（一次下請以降の全ての下請負人を含む。）及び再受託者（再委託以

降の全ての受託者を含む。）並びに自己、下請負人又は再受託者が当該契約に関して個別に

締結する場合の当該契約の相手方をいう。）が暴力団関係業者であることが判明したときは、

当該契約を解除するため必要な措置を講じます。 

 

４ 暴力団員等による不当介入を受けた場合、又は下請負人等が暴力団員等による不当介入を受

けたことを知った場合は、警察への通報及び捜査上必要な協力を行うとともに、発注元の契約

担当官等へ報告を行います。 
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